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論文題目 

 

建築構造の高弾性化と超大スパン化に向けた超高強度鋼の活用 

 

（論文内容の要旨）  

本論文は、超高強度鋼が持つ高い弾性限変形を活用した建築構造の高弾性化に関す

る設計法の提案、実大構造物の加力実験による提案設計法の検証、高い弾性限強度を

有する超高強度鋼を大規模ドーム構造に適用することによる鋼材量、建設コストの低

減効果、さらなる超大スパン化の可能性についてまとめたものであり、全７章から構

成されている。  

 

第１章は序論であり、近々予測される首都圏直下や南海トラフ等での巨大地震に対

する建築構造の耐震性能のさらなる向上の必要性と、低炭素社会の実現に向けた建物

の長寿命化・高耐久化、省資源・省エネおよび資源のリユース・リサイクルのニーズ

の高まりという社会背景下における本研究の意義と目的について述べ、論文全体の構

成について記述している。  

 

第２章では、JIS 規格材以外の建築用高強度鋼材の開発の動向を総括し、「府省連携

プロジェクト」で新たに開発され従来の高強度鋼より低コストで製造が可能な 780N/ 

mm2 級超高強度鋼材（H-SA700）の特性とその位置付けを述べるとともに、超高強度

鋼が有する高い降伏点（弾性限）とそれに対応する大きな弾性変形性能を、鋼構造建

築物に活用するための設計法や構法に考察を加えている。  

 

第３章では、従来の鋼材の２倍以上の変形領域まで鋼材が弾性で追従できるという

超高強度鋼の長所を有効に活用し、国交省告示で定義される「極稀地震動」を上回る

巨大地震に対しても建物の層間変形角を目標性能（最大で 1/75 程度）以内に抑え、鉄

骨主架構を無損傷（弾性域）に留めることをめざした主架構無損傷設計法を提案して

いる。この設計法は「パッシブ制振設計法」を基礎にしたもので、目標性能（層間変

形角、応答加速度、ダンパーの最大塑性率）とそれらに対して要求される主架構と履

歴系（鋼材）ダンパーの関係を包括的に把握できるように設計法を展開し、設計者が

使いやすい「性能設計図表」として整備することによって、能動的な性能設計を可能

にしている。  

 

第４章では、「府省連携プロジェクト」で開発された、材料（超高強度鋼：H-SA700）、

部材（溶接接合による柱・梁接合部、リユース性を考慮した柱・柱接合部、PCa スラ

ブシステム）、主架構無損傷設計法等の個別技術要素が、「新構造システム」として実

用化に資するかどうかを検証している。具体的には、第３章で提案した主架構無損傷
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設計法に基づいて設計した超高強度鋼（H-SA700B）を用いた実大構造物に、３種類の

地震動（震度７相当）を入力して得られた解析結果を静的増分加力実験により再現し、

目標性能である最大層間変形角 1/75 まで主架構を弾性に保持できることを実証すると

ともに、解析値と実験値との整合性の確認によって無損傷設計法の妥当性を検証して

いる。また、同一の試験体を用いて変形性能確認実験を実施し、柱・梁溶接接合部、

梁・梁高力ボルト接合部の設計などについて通常の鋼構造建築物と同等のディテール

設計を行うことにより、層間変形角で 1/50 程度の大変形領域まで主架構を弾性に留め

ることが可能であることを確認している。さらに、加力実験終了後に精密解体を行い、

柱、梁、床版の目視検査および寸法検査を実施することから、実験前後の部材寸法を

確認し、リユース・リサイクルが可能であることを実証している。  

 

第５章では、実施設計・施工された３種類のドーム建築を中心に、直径が 200m を

超える大規模ドームの設計を俯瞰し、その設計荷重（常時荷重（固定、積載）、雪荷重、

風荷重、地震荷重など）に対する構造設計の概要を総括することから、より大きなド

ームの設計可能性を分析している。  

 

第６章では、これまでのドーム規模を遙かに上回る直径 300m 級の超大規模ドーム

の屋根架構を対象とし、「従来鋼・非免震」、「高強度鋼・非免震」、「従来鋼・免震」、

および「高強度鋼・免震」の４種類の組み合わせに対して試設計を行い、高強度鋼の

利用と免震化が鋼材量や建設コストにもたらす効果を定量的に評価している。その結

果に基づいて、合理的かつ経済的な大規模ドームを実現するためには、屋根の軽量化

と地震力の低減が不可欠であり、高強度鋼の利用と免震化はこれら課題を解決するた

めに極めて有効な手段となり得ることを実証している。また、直径 1,000m のドームの

概略設計を行い、屋根主架構に高強度鋼材（590N/mm2～780N/mm2 級）を用いること

によって、従来鋼を用いてはなしえない直径 1,000m ドームが構造体として成立し得る

ことを検証している。  

 

第７章では、各章ごとに得られた知見、成果をまとめている。  

 

  


